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２ 業務継続計画・感染症対策の強化

業務継続計画（ＢＣＰ）とは、感染症や非常災害の発生時においても、利用者へ継続してサービスを提供する
ことのできるよう、また、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画であり、以下の措置を講じる必要が
あります。

（参考）資料集P.１９～P.２０

⑴ 業務継続計画（ＢＣＰ） 【令和６年４月１日以降義務化】

◆ 計画の策定
計画には、次の項目等を記載すること。

○ 感染症に係る業務継続計画
・ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）
・ 初動対応
・ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）

○ 災害に係る業務継続計画
・ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要品

の備蓄等）
・ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
・ 他施設及び地域との連携



２ 業務継続計画・感染症対策の強化

⑴ 業務継続計画（ＢＣＰ） 【令和６年４月１日以降義務化】

◆ 研修の実施
定期的（年１回以上）に従業者教育を開催（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。）し、

計画の具体的内容を職員間で共有するとともに、平常時の対応の必要性や緊急時の対応に係る理解の
励行を行ってください。
※ 感染症の業務継続計画に係る研修は、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施

することも可能。

◆ 訓練（シミュレーション）の実施
定期的（年１回以上）に計画に基づく、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践

する支援の演習等を行ってください。
※ 感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体

的に実施することも可能。

（参考）資料集P.１９～P.２０



２ 業務継続計画・感染症対策の強化

事業所における感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の措置を講
じる必要があります。

⑵ 感染症対策の強化 【令和６年４月１日以降義務化】

◆ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催
定期的（おおむね６月又は３月に１回以上（※））に開催し、感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討してください。 （※）サービスにより解釈通知で定める開催頻度が異なります。

◆ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備
平常時の対策及び発生時の対応を規定してください。

◆ 従業者に対する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の実施
定期的（年１回以上）に従業者教育を開催（新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。）し、

感染対策の基礎的内容等の普及・啓発を行うとともに、事業所の指針に基づいた衛生管理の徹底や
衛生的な支援の励行を行ってください。

【参考】【広島市ＨＰ】障害福祉サービス事業所等における業務継続計画（BCP)について
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/216637.html（ページ番号：２１６６３７）

【参考】感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等（厚生労働省ホームページ）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

（参考）資料集P.１９～P.２０

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/216637.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html


３ 基準条例



３ 基準条例

本市では、「広島市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例」及び「広島市児童福
祉施設設備基準等条例」を制定し、厚生労働省令で定める指定基準のほか、本市独自の指定基準を定めています。

（参考）資料集P.２１～P.４７

独自基準の項目 独自基準の内容

一般原則・基本方針
事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要
な体制の整備を行うとともに、その従業者及び管理者に対し研
修を実施する等の措置を講じなければならない。

運営規程の記載事項
事業者は、利用者に対し緊急やむを得ない理由で身体的拘束
その他利用者の行動を制限する行為を行う場合の要件等に関
する事項を、その運営規程に定めなければならない。

金銭管理規程の整備

（短期入所、共同生活援助、障害者支援施設及
び福祉ホームに限る。）

事業者は、利用者が日常生活を営むために必要な金銭の管理
等を利用者に代わって行う場合は、その管理等を適切に行うた
めに必要な事項に関する規程を定めなければならない。

管理者の研修の機会の確保
事業者は、その管理者に対し、その資質の向上のための研修
の機会を確保しなければならない。

① 障害者（指定障害福祉サービス及び指定障害者支援施設）



３ 基準条例

（参考）資料集P.２１～P.４７

独自基準の項目 独自基準の内容

非常災害
対策

夜間を想定した避難訓練の実施

（共同生活援助、障害者支援施設及
び福祉ホームに限る。）

事業者は、非常災害に備えるための訓練を行うに当たっては、
昼間を想定した訓練に加え、夜間を想定した訓練を行うよう努
めなければならない。

水、食料品等の備蓄

（共同生活援助、障害者支援施設及
び福祉ホームに限る。）

事業者は、非常災害時の水、食料等の不足に備え、利用者、
従業者、管理者等のための水、食料等を備蓄するよう努めなけ
ればならない。

地域住民等との日頃からの連携

（居宅介護、重度訪問介護、同行援
護、行動援護又は重度障害者等包
括支援に係る指定障害福祉サービ
スを除く。）

事業者は、非常災害時に地域住民等との連携が円滑に行える
よう、日頃から地域住民等との連携に努めなければならない。

苦情処理解決
事業者は、その提供したサービスに関する利用者及びその家
族からの苦情に対応するために、その従業者及び管理者以外
の者を関与させるよう努めなければならない。

① 障害者（指定障害福祉サービス及び指定障害者支援施設）



３ 基準条例

（参考）資料集P.２１～P.４７

独自基準の項目 独自基準の内容

サービスの提供に係る計画の見直し

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護
又は重度障害者等包括支援に係る指定障害福
祉サービスに限る。）

サービス提供責任者は、そのサービスに係る計画作成後にお
いても、少なくとも1年に1回以上、当該計画の見直しを行わな
ければならない。

① 障害者（指定障害福祉サービス及び指定障害者支援施設）

独自基準の項目 独自基準の内容

一般原則
（基準該当児童発達支援事業者等に限る。）

事業者は、障害児の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要
な体制の整備を行うとともに、その従業者及び管理者に対し研
修を実施する等の措置を講じなければならない。

運営規程の記載事項
事業者は、障害児に対し緊急やむを得ない理由で身体的拘束
その他利用者の行動を制限する行為を行う場合の要件等に関
する事項を、その運営規程に定めなければならない。

② 障害児（指定障害児通所支援及び指定障害児入所支援）



３ 基準条例

（参考）資料集P.２１～P.４７

独自基準の項目 独自基準の内容

管理者の研修の機会の確保
事業者は、その管理者に対し、その資質の向上のための研修
の機会を確保しなければならない。

非常災害
対策

夜間を想定した避難訓練の実施
(指定障害児入所施設に限る。)

事業者は、非常災害に備えるための訓練を行うに当たっては、
昼間を想定した訓練に加え、夜間を想定した訓練を行うよう努
めなければならない。

水、食料品等の備蓄
(指定障害児入所施設に限る。)

事業者は、非常災害時の水、食料等の不足に備え、障害児、
従業者、管理者等のための水、食料等を備蓄するよう努めなけ
ればならない。

地域住民等との日頃からの連携
事業者は、非常災害時に地域住民等との連携が円滑に行える
よう、日頃から地域住民等との連携に努めなければならない。

苦情処理解決
事業者は,その提供したサービスに関する障害児、保護者及び
その家族からの苦情に対応するために,その従業者及び管理
者以外の者を関与させるよう努めなければならない。

② 障害児（指定障害児通所支援及び指定障害児入所支援）



４ 業務管理体制の整備に
関する届出



４ 業務管理体制の整備に関する届出

◆ 事業所の指定後、業務管理体制の整備に関する届出をしていない場合

◆ 既に提出している業務管理体制の整備に関する届出に変更がある場合
（事業者の名称又は氏名や主たる事業所の所在地等）
※ 事業所の指定や廃止等により、指定されている事業所数に変更が生じても、整備する業務管理体制が変

更されない場合は、提出する必要はありません。

◆ 事業所の指定等により事業展開地域が変更され届出先に変更が生じた場合
※ 区分の変更に関する届出は、変更前の行政機関及び変更後の行政機関の双方に届出が必要です。
例 広島市のみで事業展開していた事業者が、新たに呉市においても事業を開始した場合

届出先 広島市長 → 広島県知事に変更（広島市と広島県の双方に届出が必要）

⑴ 届出が必要となる事由

⑵ 届出様式・参考資料等

【広島市ＨＰ】業務管理体制の整備に関する届出
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/18727.html  （ページ番号：１８７２７）

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/18727.html


４ 業務管理体制の整備に関する届出

⑶ 整備する業務管理体制の内容

対象となる障害福祉サービス事業者等

業務管理体制の整備の内容

法令遵守責任者の選任 法令遵守規程の整備
業務執行の状況の

監査を定期的に実施

全ての事業者等 ○ － －

事業所等の数が２０以上の事業者等 ○ ○ －

事業所等の数が１００以上の事業者等 ○ ○ ○

※事業所等の数は、以下の区分ごとで別々にカウントする。
⑴障害者総合支援法

・ 障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者及び障害者支援施設
・ 障害者総合支援法に基づく指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者

⑵児童福祉法
・ 児童福祉法に基づく指定障害児通所支援事業者
・ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設
・ 児童福祉法に基づく指定障害児相談支援事業者
※多機能型事業所等の場合は、指定を受けている事業種別の数を届出ごとにカウントする。



４ 業務管理体制の整備に関する届出

⑷ 届出先

区分 事業所等の所在地 届出先

指定障害福祉サービス事業者

指定障害者支援施設

①事業所等が複数の県に所在する場合 厚生労働省

②事業所等が広島市、福山市、呉市のみに所
在する場合

広島市、福山市、呉市

③その他 広島県

指定相談支援事業者

④事業所が複数の県に所在する場合 厚生労働省

⑤特定相談のみを行う場合で，一の市町のみ
に所在する場合

各市町

⑥事業所が広島市，福山市，呉市のみに所在
する場合

広島市、福山市、呉市

⑦その他 広島県

◆ 障害者総合支援法



４ 業務管理体制の整備に関する届出

⑷ 届出先

区分 事業所等の所在地 届出先

指定障害児通所支援事業者

①事業所等が複数の県に所在する場合 厚生労働省

②事業所が広島市のみに所在する場合 広島市

③事業所等（児童発達支援センターを除く）
が福山市、呉市のみに所在する場合

福山市、呉市

④その他 広島県

指定障害児入所施設

⑤施設が複数の県に所在する場合 厚生労働省

⑥施設が広島市のみに所在する場合 広島市

⑦その他 広島県

指定障害児相談支援事業者

⑧事業所が複数の県に所在する場合 厚生労働省

⑨事業所が一の市町に所在する場合 各市町

⑩その他 広島県

◆ 児童福祉法

※ 指定発達支援医療機関は厚生労働省に届出を行う。



５ 障害福祉サービス等
情報公表制度・災害時
情報共有システム



５ 障害福祉サービス等情報公表制度・災害時情報共有システム

（参考）資料集P.４８～P.６７

情報公表システムとは…

障害福祉サービス等情報公表
制度における報告及び公表に関
する手続きを支援するとともに、
利用者等がインターネット上でい
つでも事業者の情報にアクセス
できるよう構築されたシステム。

⑴ 障害福祉サービス等情報公表システム



５ 障害福祉サービス等情報公表制度・災害時情報共有システム

◆ よくある質問
○ ＩＤ、パスワードがわからないので教えてほしい。
○ 入力方法がわからないので教えてほしい。
○ 誤って申請をしてしまったので、差し戻しをしてほしい。 など

上記、よくある質問の内容については、「一般社団法人シルバーサービス振興会」にお問い合わせください。

問い合わせ先 連絡先

一般社団法人シルバーサービス振興会
電 話：０８２－２５４－９６９９

メール：peqqu001@hiroshima-silver.or.jp

⑴ 障害福祉サービス等情報公表システム

（参考）資料集P.４８～P.６７

mailto:peqqu001@hiroshima-silver.or.jp


５ 障害福祉サービス等情報公表制度・災害時情報共有システム

災害時情報共有システムとは…

災害発生時に被災した障害者支援
施設等の被害状況などを国、自治
体が共有し、災害対応の業務を行う
ために構築されたシステム。

⑵ 障害者支援施設等災害時情報共有システム

（参考）資料集P.４８～P.６７



５ 障害福祉サービス等情報公表制度・災害時情報共有システム

◆ 情報公表システム

◆ 災害時情報共有システム

広島市
• 事業者(法人)情報、事業所基本情報の入力

事業者
• 事業所詳細情報の入力 → 申請

広島市
• 事業所登録情報の承認

広島市

• 緊急連絡先等登録の案内メール送付
(災害時情報共有システムからメールが送付される。）

事業者
• 緊急連絡先の登録入力 → 申請

広島市
• 登録情報の承認

情報公表システムの

公表(HP掲載)

登録後は、年に１回の更新手続きが必要です。（例年５月頃）

登録後、緊急連絡先の変更を希望する場合は、①又は②により
お手続きください。

① 災害時情報共有システムから申請
●アクセス用URL https://www.wam.go.jp/s-saigai/DIS050100E00.do

システムから施設情報更新メールを入手し、変更後の情報を
申請してください。

② 障害自立支援課に電話やe-mailにより施設情報更新依頼
施設情報更新メールを送付しますので、メール内URLからシステ

ムにアクセスし、変更後の情報を申請してください。

「事業所詳細情報」タブの「システムからの連絡先」は、必ず入力してく
ださい（災害時情報共有システムの登録に必要です。）。

⑶ 情報公表システム・災害時情報共有システムへの登録手順

（参考）資料集P.４８～P.６７

https://www.wam.go.jp/s-saigai/DIS050100E00.do


６ 連絡用メールアドレスの
登録



６ 連絡用メールアドレスの登録

本市では、国からの通知や書類の提出等に関するお知らせを各事業所へ情報提供できるよう、事業所ごとに連絡用
メールアドレスの登録をお願いしています。

登録されたメールアドレスに変更があった場合は、必ず障害自立支援課へご連絡いただきますようお願いいたします。

◆ 連絡方法

○ メール件名 ： 「（事業所名） ・ （サービスの名称） ・ 事業所メールアドレスの変更について」

（例：○○ヘルパーステーション・居宅介護・事業所メールアドレスの変更について）

○ メール本文 ： 空欄のままで差し支えありません。

○ 送 付 先 ： jiritsu@city.hiroshima.lg.jp （障害自立支援課メールアドレス）

※ 登録は、事業所ごとに行っています。

※ １事業所につき、登録可能なアドレスは１つです。

mailto:jiritsu@city.hiroshima.lg.jp


７ 事故報告・感染症の報告



７ 事故報告・感染症の報告

事業所内又はサービス提供中において、事故又は感染症が発生した場合に報告が必要なものについては、主
に次の通りです。

（参考）資料集P.６８～ P.７０

◆ 事故等によるケガ等によるもの
○ 死亡事故 ○ 重症事故
○ 無断外出 ○ 事件性のあるもの
○ 運営上の事故の発生（不正会計処理、送迎中の交通事故、個人情報の流出等）
○ その他特に報告の必要があると事業所が判断したもの

◆ 感染症の発生によるもの
○ 利用者又は従業者の中でのノロウイルス、インフルエンザ又は新型コロナウイルス感染症等の感染症の発生
※ 以下に該当する場合のみ。区保健センターにも併せて連絡してください。

・ 死亡者又は重篤な患者が週に２名以上発生した場合
・ 有症者等が１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合
・ 通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者等が報告を必要と判断した場合

【広島市ＨＰ】障害福祉サービス事業所等における事故等発生状況報告書について
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/262197.html （ページ番号：２６２１９７）

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/262197.html


８ 質問票



８ 質問票
指定障害福祉サービス等の運営等に関するご質問は、質問票によりお問い合わせください。

（参考）資料集P.７１～P.７３

◆ 質問票の送付方法
○ メール又はＦＡＸにより障害自立支援課にご送付ください。

（メール送付先： jiritsu@city.hiroshima.lg.jp ／ ＦＡＸ送付先 ： ０８２－５０４－２２５６）
○ メールの際は、件名に「質問票（サービス種別：項目）」と記載してください。

（例）「質問票（放課後等デイサービス：○○加算の取得要件について）」

質問票によりお問い合わせいただくもの 電話によりお問い合わせいただくもの（質問票でも可）

・ 人員配置等の指定基準

・ 加算等の報酬算定事務

・ 障害福祉サービス等の情報公表制度

・ 業務管理体制

・ 指定更新、変更届、体制届出

・ 補助金事務（施設整備事業を除く）

・ 実地指導事務

・ 補助金事務（施設整備事業に限る）や財産処分

・ 本市からの照会事務

・ 新規指定や定員の変更などに係る事前相談の日程調整

・ 自立支援係へのお問い合わせ（請求等）

【広島市ＨＰ】指定障害福祉サービス等の運営等に関する質問票
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/232024.html（ページ番号：２３２０２４）

mailto:jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/232024.html


９ 指定更新



９ 指定更新
法令上、障害福祉サービス等の指定は６年ごとに更新を受けなければ、その期間の経過によってそれらの効力を失う

とされています。更新を受けるには指定更新申請を行っていただく必要があり、本市では、指定更新月の前々月末日ま
でに申請を行っていただくこととしています。

サービス種別
様式の掲載場所
（ページ番号）

指定障害福祉サービス等事業者
（居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護）

１８６５３

指定障害福祉サービス等事業者
（居宅、相談支援等を除く）

１３５２３７

指定特定・障害児相談支援事業者、指定一般相談支援事業者 １８８５２

指定障害児通所・入所支援事業者 １８８５１

◆ 更新申請書様式の掲載場所（広島市ＨＰ）

（例）更新年月日が令和５年１１月１日である場合、令和５年９月３０日までに指定更新申請書を提出。

指定通知書又は指定更新通知書により更新時期をご確認いただきますようお願いいたします。



１０ 土砂災害警戒区域



１０ 土砂災害警戒区域

本市では、平成２６年８月、平成３０年７月及び令和３年８月の豪雨災害により多大な被害が生じました。

障害がある方は、災害時の避難が困難であることから、本市では、下のサービスについて「土砂災害特別警
戒区域」又は「土砂災害警戒区域」内での事業所の設置を原則不可の取扱いをしています。

（参考）資料集P.７４

⑴ 土砂災害警戒区域等に関する本市の取り扱い

対象サービス一覧

生活介護 障害者支援施設等

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 放課後等デイサービス

就労移行支援 児童発達支援

就労継続支援Ａ型・Ｂ型 医療型児童発達支援

共同生活援助 障害児入所施設等

短期入所



１０ 土砂災害警戒区域

広島県のウェブサイト「土砂災害ポータルひろしま」
https://www.sabo.pref.hiroshima.lg.jp/portal/map/keikai.aspx

⑵ 「土砂災害特別警戒区域」又は「土砂災害警戒区域」の確認方法

（参考）資料集P.７４

https://www.sabo.pref.hiroshima.lg.jp/portal/map/keikai.aspx


１１ 共生型サービス



１１ 共生型サービス

（参考）資料集P.７５～P.７８

高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、障害福祉サービス等事業所（介護保険サービス
事業所）であれば、基本的に共生型サービスの介護保険サービス事業所（障害福祉サービス等事業所）の指定も受け
られるよう特例が設けられた制度です。

（出典：厚生労働省）



１１ 共生型サービス

（参考）資料集P.７５～P.７８

（出典：厚生労働省）

◆ 対象となるサービス

※ は相互に対応。

※ は小規模多機能型から障害福祉サービスは提供できるが、逆は不可。

【広島市ＨＰ】共生型サービス
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/352316.html （ページ番号：３５２３１６）

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/352316.html


１２ 広島県福祉サービス運営
適正化委員会



１２ 広島県福祉サービス運営適正化委員会

◆ 福祉サービスを利用する人から利用にあたって疑問や不満を感じたり、 要望や苦情等があった
りする場合に、解決に向けた相談や助言、必要に応じて調査等を行います。
○ 相談例 ・ 職員の態度や言葉使いに不満がある。

・ 利用契約どおりにサービスが提供されない。

（参考）資料集P.７９

◆ 高齢者、障害児・者、児童が利用する社会福祉施設で入所中のサービスや、在宅のホームヘル
プサービス、通所のデイサービス等が対象です。

◆ 電話、FAX、郵便、電子メール等により相談可能。（来館相談も可能ですが、事前予約が必要）
○ 所在地 ：広島市南区比治山本町１２－２ 県社会福祉会館１階
○ 電話番号 ：０８２－２５４－３４１９
○ ＦＡＸ ：０８２－５６９－６１６１
○ メールアドレス ：soudan@hiroshima-fukushi.net



１３ 請求事務



１３ 請求事務

利用者負担額が、上限月額を超える可能性がある方については、事業者が利用者負担上限額管理者となっ
て、上限管理を行う必要があります。

◆ 受給者証の表示
○ 上限管理が必要となる可能性のある利用者の受給者証の特記事項の欄には、「利用者負担上限額管理

対象 該当」と表示してあります。

○ 利用者負担額が０円の場合や、１事業所しか利用されていない場合は、上限管理の必要はありません。

◆ 上限管理はサービスごと
例えば障害福祉サービスと障害児通所と移動支援を利用されている方の場合、障害福祉サービスは障害

福祉サービスで、障害児通所は障害児通所で、移動支援は移動支援でそれぞれ別々に上限管理を行います。

◆ 上限管理を行う事業所
上限管理を行う事業所の優先順位は資料集８０ページのとおりです。

（参考）資料集P.８０～P.８１

⑴ 上限管理について



１３ 請求事務

◆ 上限管理の届出
○ 「利用者負担上限額管理対象 該当」という受給者証をお持ちの利用者について、受給者証別冊などで他

の事業所を利用されていることを確認した場合は、上限額管理を行っている事業所の確認や、行っていない
場合どこの事業所が行うか、事業所間で確認・調整を行っていただき、「利用者負担上限管理事務依頼（変
更）届出書」を提出してください。

○ 届出書の有効期間は、利用者負担上限月額の認定期間と連動しています。利用者負担上限月額は年に
１回は見直しを行うため、見直しの都度、上限月額の認定期間が更新されます。更新された際には、改めて
届出書の提出が必要となりますので、ご注意ください。

○ 届出書の提出期限は、請求される月の前の月の２６日です。２６日が休日であれば、直前の平日が期限と
なります。当課では、毎月２６日までに受理した届出書の内容を、翌月の請求台帳に登録しますので、請求
前に必ず届出書をご提出ください。

○ 世帯管理であっても、上限管理事業所の登録は利用者単位で行いますので、利用者ごとに届出書が一枚
必要です。届出書一枚で複数の利用者は登録できません。

⑴ 上限管理について

（参考）資料集P.８０～P.８１



１３ 請求事務

◆ 上限管理の届出
兄弟姉妹の更新時期が異なることにより、届出書の有効期間も異なる場合がありますので、ご注意ください。

また、兄弟姉妹の名前と受給者証番号が入れ替わっていることにより登録ができない場合も多いため、提出さ
れる前には十分に確認してください。

◆ 上限管理結果票の提出
上限管理結果票は、基本的には国保連へ伝送していただくものです。ただし、世帯管理を行う利用者につい

ては伝送できないため、紙媒体で結果票を障害自立支援課まで必ずご提出ください。

⑴ 上限管理について

◆ 様式掲載ページ
【広島市ＨＰ】利用者負担上限管理事務依頼（変更）届出書について

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/18442.html（ページ番号：１８４４２）

（参考）資料集P.８０～P.８１

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/18442.html


１３ 請求事務

過誤申立とは、支払いが確定した請求情報に誤りがあり、明細書を取り下げる場合に行うものです。
過誤処理とは、請求が一旦通ったものについて、取り下げをして再請求を行うものですので、請求誤りによ

り「返戻」となっている場合、過誤申立をする必要はなく、返戻となった理由を確認いただいた上で正しい請求を
行ってください。

◆ 過誤申立の範囲
○ 過誤申立をした請求情報は、一旦全額が取り下げられます。必要に応じて、再度、内容を修正した正しい

請求を行ってください。

○ 請求情報の一部のみを取り下げ、一部のみを再請求することはできませんのでご注意ください。

◆ 過誤及び再請求の時期
過誤申立及び再請求が可能となるのは、請求月の翌々月以降（給付費の支払いがあった月の翌月以降）で

す。

（参考）資料集P.８２～P.８３

⑵ 過誤申立について



１３ 請求事務

◆ 過誤申立の方法
○ 障害自立支援課に過誤申立書をご提出ください。提出期限は毎月２６日です。２６日が休日にあたる場合

には、直前の平日が期限となります。

○ 当課では、毎月２６日までに受理した過誤申立書について、翌月に過誤処理を行います。同月過誤を希望
される場合は、過誤申立書を２６日までにご提出いただき、翌月１０日までに必ず再請求を行ってください。

○ 翌月１０日までに再請求を行わなかった場合、差額調整ではなく取下げのみとなりますので、その月の請
求よりも取下げ額が大きくなる可能性があります。

○ 請求額より取下げ額が大きくなった場合は、マイナス分を国保連に返金していただくこととなりますのでご
注意ください。

⑵ 過誤申立について

（参考）資料集P.８２～P.８３



１３ 請求事務

◆ 過誤申立書作成時の注意点
○ サービス提供月ごとにまとめるのではなく、利用者ごとにサービス提供年月順にご記入ください。

○ 事業所番号や受給者番号の記載誤りがあると、過誤処理ができないため、提出の前には必ずご確認くだ
さい。

○ 特に、居宅介護と移動支援等、事業所番号を複数お持ちの場合や、兄弟姉妹でサービスを利用している
場合に記載誤りが多いため、ご注意ください。

○ 過誤申立書の中に受給者番号が重複していたり、広島市以外の市町で支給決定を受けている利用者が
含まれていたりすると、過誤処理が行えませんので、提出の前には必ずご確認ください。

⑵ 過誤申立について

◆ 様式掲載ページ
【広島市ＨＰ】介護給付費等過誤申立書様式について
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/18642.html（ページ番号：１８６４２）

（参考）資料集P.８２～P.８３

https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/18642.html


１３ 請求事務

◆ 受給者証の記載内容の確認
内容に相違があると、返戻となりますので、請求の前には次の点などを必ずご確認ください。

○ 受給者証番号
障害福祉サービスや移動支援事業など、サービスごとに異なる番号となっているが、間違いないか。

○ 支給決定サービス内容
支給決定されていないサービスの請求をしたり、決定時間数が変わっているのに変更前の時間の請求を

したりしていないか。

○ 利用者負担上限月額
利用者負担上限月額の見直しの結果、０円に変更となっているのに利用者負担額を徴収していたり、

９，３００円や４，６００円に変更となっているのに、全額を国保連へ請求したりしていないか。
※ 受給者証の更新後によく見られる事例ですので、ご注意ください。

○ 更新の確認
更新手続きが行われているか。
※ 請求前には必ず受給者証をご確認ください。

⑶ 請求における注意点について



１３ 請求事務

◆ サービスの提供日、提供時間の重複の確認
提供日、提供時間の重複による返戻が最も多く発生していますので、他事業（事業所）とサービスの提供日、

提供時間が重複していないか、ご確認ください。
例えば、居宅系サービスと通所系サービスの提供時間の重複や、居宅系サービス同士の重複などです。

○ 二人体制での居宅系サービスの提供や、重度訪問介護の同行支援の場合などは問題ありませんが、そ
れ以外の重複は認められません。

○ 一方の事業所が、実績記録票に記載の提供時間や提供日を誤って請求された場合であっても、両方の事
業所の請求が返戻になります。

⑶ 請求における注意点について



１３ 請求事務

◆ 支給決定量を超えていないかの確認

○ 複数の事業所でサービスを提供している場合、各事業所から請求された合計時間数や合計日数が支給
決定量を超えている場合、基本的には全ての事業所の請求が返戻となります。

○ 多くの事業所で支援に入っている対象者の場合、返戻の影響も特に大きいと考えられますので、受給者
証別冊を活用し、サービス提供が支給決定量を超えないよう管理をお願いします。

○ そもそもの契約時間数や日数の合計自体が支給決定量を超えた状態となっているケースも見受けられま
すので、契約時から支給決定量を意識しておくようお願いします。

⑶ 請求における注意点について



１３ 請求事務

◆ その他

○ 上限額管理加算については、複数の事業所を利用した月のみ算定が可能です。通常は複数の事業所を
利用している方であっても、１事業所のみを利用した月においては、加算は算定できません。

世帯管理で、例えば兄弟が同一事業所のみを利用している場合、世帯管理の事務依頼届出書は兄弟と
もに必要ですが、複数事業所ではないので加算は算定できません。

○ 「利用者負担上限額管理結果票」について、障害自立支援課へ毎月紙で提出していただく必要があるの
は、兄弟でサービスを利用しているなど、世帯管理の場合のみです。世帯管理でない場合は当課への提出
は必要ありません。

⑶ 請求における注意点について



１３ 請求事務

◆ 国保連への請求に関わる返戻等について

○ １０日までに国保連へ請求情報を送信すると、返戻等があれば月末に返戻一覧表が国保連より送付され
ます。

○ 平成３０年度からは「一次審査処理結果票」という警告内容が表記されたものも事業所へ提供されるように
なっています。これは、返戻にはなっていないのですが、請求情報を修正する必要がある場合もありますの
で、警告の内容については確認をお願いします。請求情報を修正し、再請求する必要がある場合は、過誤申
立書をご提出ください。

警告の理由が分からない場合や、対応が必要かどうかの確認等は、障害自立支援課の自立支援係まで
お問い合わせください。

⑶ 請求における注意点について



問い合わせ先



共通事項の説明は以上になります。

各問い合せ先

問い合わせ内容 担当 連絡先

運営の基準等に関するこ
と

障害自立支援課
事業者指導係

０８２－５０４－２８４１

請求事務（上限管理、過
誤請求）に関すること

障害自立支援課
自立支援係

０８２－５０４－２１４８

情報公表システム
（WAMNET）に関すること

広島県シルバーサービス
振興会

０８２－２５４－９６９９

受給者証に関すること 各区福祉課障害福祉係

中区 ０８２－５０４－２５８８
東区 ０８２－５６８－７７３４
南区 ０８２－２５０－４１３２
西区 ０８２－２９４－６３４６

安佐南区 ０８２－８３１－４９４６
安佐北区 ０８２－８１９－０６０８
安芸区 ０８２－８２１－２８１６
佐伯区 ０８２－９４３－９７６９
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